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現在、国の機関では「政府の実行計画」（平成１９年３月３０日閣議決定）に基づき、温室

効果ガスの総排出量の削減等を実施している。営繕部では、国家機関の建築物の適正な保全の

推進と併せ、各施設のエネルギー消費データを収集分析し、実行計画に基づく取組に関する技

術支援や運用改善の助言を行っている。その中にあって北海道内の大規模な防災官署庁舎は、

同規模の地方合同庁舎と比較すると単位一次エネルギー消費量が相当多い使用状況にある。本

研究では、庁舎の総一次エネルギー消費量の過半を占める電力に着目し、電力消費状況の調査、

分析及び温室効果ガス削減の方策について報告する。 
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1. はじめに 

 

（１）政府の実行計画の削減目標 

国の機関では、「地球温暖化対策の推進に関する法

律」を受け、「政府がその事務及び事業に関し温室効果

ガスの排出の抑制等のため実行すべき措置について」

（平成１９年３月３０日閣議決定。以下「政府の実行計

画」という）に基づき、温暖化対策に取り組んでいる。 

政府の実行計画における主要な削減目標は、平成２２

年度から平成２４年度までの温室効果ガス総排出量の平

均値を、政府全体で平成１３年度比８％削減することで

あるが、その他に政府全体の個別の削減目標や各府省の

上乗せの目標もある。 

参考に、平成２１年度実績の削減状況（平成１３年度

比）を表－１に示す。温室効果ガスの総排出量は政府全

体で15％削減しているが、個別削減目標の「事務所の単

位面積当たりの電力使用量」については、概ね10％削減

の目標に対し6.6％削減である等、未達成の状況の項目

もある。 

 

（２）北海道開発局営繕部の支援の取り組み 

北海道開発局は、政府の実行計画達成のため、各省各

庁に対し施設の運用改善等に関する技術的支援を行って

いる。主な取り組みとしては、保全実態調査に基づいて

一次エネルギー消費データを分析し各機関に提供するこ

とや、必要に応じて温室効果ガス削減のための運用改善

アドバイスを行っている。また、施設の温室効果ガス削

減計画書の作成支援等も実施している。 

各施設で消費するエネルギー（電気、油、ガス等）に

かかる温室効果ガス排出量は、消費量とＣＯ２排出係数

の積により算出するが、エネルギーを供給する事業者の

状況によりＣＯ２排出係数は年度毎に異なる。そのため

排出係数の変動によって、実際にはエネルギーの消費量

を削減しているにも関わらず、温室効果ガス排出量が増

加する現象がある。一例として、北海道内における電気

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１ 北海道内における電気のＣＯ２排出係数の推移 

 

表－１ 平成２１年度の削減状況（平成１３年度比） 

政府の実行計画 削減目標（政府全体）（施設、自動車、船舶その他の計） 

項  目 
目標（H22～H24年度(平均)） 

（H13年度比） 

H21実績
（H21/H13）

温室効果ガスの総排出量（政府全体） 8 ％削減（※） ▲15.0％

（※）各府省ごとの上乗せの個別目標もあり

 

政府の実行計画 個別削減目標（政府全体） 

項  目 
目標（H22～H24年度(平均)） 

（H13年度比） 

H21実績
（H21/H13）

公用車の燃料使用量 概ね85％以下 ▲11.9% 

用紙類の使用量 増加させない ＋7.3% 

事務所の単位面積当たり電力使用量 概ね90％以下 ▲6.6% 

エネルギー供給設備等で使用する燃料の量 増加させない ▲24.5% 

事務所の単位面積当たり上水道使用量 90％以下 ▲15.9% 

廃棄物の量 概ね75％以下 ▲43.2% 

 うち可燃ごみの量 概ね60％以下 ▲40.8% 
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のＣＯ２排出係数の推移を図－１に示す。平成１３年度

と平成２０年度を比較すると、ＣＯ２排出係数は1.56倍

となっている。このように温室効果ガス排出量ベースの

みでは、各施設における継続的なエネルギー削減努力や

消費量の推移を把握することが難しい。このため、本報

告においては、施設のエネルギー消費状況の分析等に当

たって「１㎡当たりの年間一次エネルギー消費量」（Ｍ

Ｊ／㎡・年）（以下、「単位一次エネルギー消費量」と

いう）を主な指標として使用している。 

本報告では、保全実態調査に基づく官庁施設の単位一

次エネルギー消費量の傾向を分析の上、国のエネルギー

消費量の過半を占める電気エネルギーに着目し、電力消

費構造の調査分析及び電力消費量削減のための方策を報

告する。 

 

 

2. 北海道内の官庁施設のエネルギー消費状況 

 

 （１）単位一次エネルギー消費量の比較 

平成２１年度実績で、国等の施設における合同庁舎及

び一般事務庁舎（以下、「国の事務庁舎」という）の単

位一次エネルギー消費量の全国平均は1,033（ＭＪ／

㎡・年）であった。この数値を民間事務所を含めた他の

施設と比較すると用途により大きな差があることが分か

る（図－２）１）。国の事務庁舎の単位一次エネルギー

消費量は全般的に、民間事務所の６割程度であり、一方、

地域的な視点で見ると、北海道内の単位一次エネルギー

消費量は全国平均の10～20％増という状況である。 

北海道内における国の事務庁舎の総一次エネルギー消

費量の内訳を図－３に示す。電気が75％、油が19％、ガ

スが４％であり、電気の占める割合が非常に大きいこと

が分かる。 

 

（２）地方合同庁舎の状況 

北海道内の地方合同庁舎の平成２１年度実績の温室効

果ガス排出量は、多くの庁舎で政府全体の目標値である

８％の削減を達成している。 

また、電力消費量もほぼすべての庁舎で政府の実行計

画の個別削減目標値の10％削減を達成しており、さらに

総一次エネルギー消費量（ＭＪ／年）は、基準年度と比

べて約15％以上の削減を達成している。なお、北海道内

の地方合同庁舎の詳細な情報は、北海道開発局営繕部の

ホームページを参照されたい。２） 

 

（３）大規模な防災官署庁舎と地方合同庁舎の比較 

国の事務庁舎において特に単位一次エネルギー消費量

が多いのは、防災官署庁舎である。防災官署の内、災害

対策指定地方行政機関に準ずる国土交通省の北海道内の

機関が入居する延べ面積3,000㎡以上の単独庁舎（以下、

「大規模な防災官署」という）の、平成２１年度実績の

単位一次エネルギー消費量平均値は、北海道内の同規模

の地方合同庁舎の平均値より約４割多い1,635（ＭＪ／

㎡・年）であった（図－４）。 

 また、単位面積当たりの職員数と単位一次エネルギー

消費量の相関グラフを図－５に示す。全体的に事務室の

人口密度が高くなると単位一次エネルギー消費量も高く

なる傾向が見られるが、単位面積当りの職員数が同じで

 

図－２ 施設用途別の単位一次エネルギー消費量比較 

  

図－３ 北海道内における国の事務庁舎の総一次エネル

ギー消費量の内訳（Ｈ２１年度実績） 

 

図－４ 単位一次エネルギー消費量（※）の比較（H21実績）
※ 敷地内総一次エネルギー消費量（MJ/年）／敷地内建物総延べ面積（㎡） 

 

出典：①、②：平成２２年度保全実態調査（Ｈ２１実績）（国土交通省大臣官房官庁営繕部） 
   ③～⑨：ＤＥＣＣ非住宅建築物の環境関連データベース（（社）日本サステナブル建築協会）
   （調査数は①4588、②380、③900、④44、⑤850、⑥46、⑦1792、⑧300、⑨1008） 
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も大規模な防災官署庁舎の単位一次エネルギー消費量は

地方合同庁舎より300～500（ＭＪ／㎡・年）多い状況で

ある。なお、大規模な防災官署の過去５年間の電力使用

量の推移は継続して減少していることから、省エネ対策

が実施されていることもうかがえる。 

 

 

3. 北海道内の大規模な防災官署庁舎におけるエ

ネルギー消費状況調査について 

 

（１）調査の目的と調査概要 

a ）調査目的 

 北海道内の地方合同庁舎と比べ、大規模な防災官署庁

舎の単位一次エネルギー消費量が非常に多い状況を受け

て、防災官署庁舎のエネルギーの消費状況を把握し、分

析すること、さらには今後の温室効果ガス削減に向けた

電力消費量の効果的な削減の方策を検討することを目的

として調査及び分析を行った。 

b ） 調査概要 

 北海道内の大規模な防災官署が入居する７施設を対象

として、次の４つの方法で入手可能な範囲のデータを収

集した。 

①平成２１年度実績の保全実態調査結果 

②現地調査及びヒアリング 

③中央監視等データの収集及び分析 

④電流計測器による実際の使用量の計測 

 

本調査及び分析は、北海道開発局営繕部職員で構成す

るプロジェクトチームにより、平成２２年７月から平成

２２年１２月までの期間に実施した。本報告では特に、

③と④の調査結果から施設のエネルギー消費の大部分を

占める電力を中心に報告する。 

 

（２）中央監視等データの調査 

a ） 調査対象 

中央監視等により１時間ごとの電力消費量を計測して

いる３施設と、１日ごとの電力消費量を計測している６

施設の、平成２１年度実績のデータを収集し、夏期、冬

期及び中間期毎にとりまとめ分析した。 

b ） 中間期における曜日別、時刻別電力消費状況 

季節毎の電力消費量を比較すると、平日、休日とも中

間期が一番少ないことが分かる。したがって、施設とし

て最低限消費されるエネルギー量を把握する場合には、

冷房設備や暖房設備のための電力を消費していない、中

間期データを活用するのが最適と思われる。 

代表的な一施設の中間期の曜日別、時刻別電力消費状

況を図－６に示す。このグラフから、平日だけではなく

休日及び深夜に渡り通年で消費される一定の電力（以下、

「定常的に消費している電力」という）があることが分

かる。また、平日の消費量に、曜日による大きな変動が

見られないことや、昼休みの消灯の実施による電力消費

の削減を、グラフ上から確認することができる。 

c ） 定常的に消費している電力量の試算 

ここで、全体の年間電力消費量に対する定常的に消費

している電力の割合を試算する。最初に、夏期、冬期及

び中間期毎に休日と平日の一日当たりの平均電力消費量

を算出する。次に季節毎に、休日一日の消費量を「定常

的に消費している電力」の一日分と同じとみなし、季節

毎の電力量を計算した後、すべてを合計する。年間電力

消費量の中で定常的に消費している電力量が占める割合

を図－７に示す。 

この結果、定常的に消費している電力は６施設平均で

年間消費量の約７割を占め、職員の勤務に伴い増加する

電力消費は約３割にすぎない。 

 

（３）電力消費量の実測調査 

a ） 調査目的及び調査方法 

次に、定常的に消費している電力消費の内訳を把握す

図－６ 中間期の曜日別、時刻別電力消費量  

図－５ 単位面積当たりの職員数（※1）と 
    単位一次エネルギー消費量（※2）の相関 

※1：敷地内総一次エネルギー消費量（MJ/年）／保全実態調査報告による職員数（人） 

※2：敷地内総一次エネルギー消費量（MJ/年）／敷地内建物総延べ面積（㎡） 

 

 

図－７ 定常的に消費している電力が占める割合（平均） 
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るため、対象施設のうち１施設において電流計測器によ

る実測を行った。 

計測個所は、24時間稼働設備（防災関連機器、サーバ

ー、電算サーバー及び機器室のエアコン等）の回路から

抽出し、平成２２年１０月から１２月までの期間で、一

回路当たり２週間分の消費量を計測した。 

計測結果は、消費用途により４分類に整理してグラフ

にまとめた。（Ａ：防災機器と電算サーバー、Ｂ：機器

室用エアコン等、Ｃ：その他共用等（２４時間稼働）、

Ｄ：職員の勤務に伴う増加分） 

b ） 平日と休日の時刻別電力消費量の比較 

平日と休日の平均的な時刻別電力消費量のグラフを図

－８に示す。定常的に消費している電力については、平

日、休日とも大きな変動が見られないことが確認できる。 

また、全体の年間電力消費量に対する定常的に消費し

ている電力の割合の試算結果を図－９に示す。年間電力

消費量全体の約７割が定常的に消費されている電力であ

り、さらに、定常的に消費している電力の内訳は、防災

機器や電算サーバー類43％、機器室のエアコン14％、そ

の他の24時間稼働電力が15％であった。 

 

（４）主な考察と今後に向けた提案 

調査結果を通して、庁舎のエネルギーの消費構造が推

測できる。施設の総一次エネルギー消費量の約４分の３

を電気が占める。そのうち、約７割が定常的に消費され

ている。 

実測結果からは、電力消費量の約６割が、防災関連機

器、サーバー及び機器用エアコン等であることが分かっ

た。この割合は、平成２１年度実績の大規模な防災官署

の平均単位一次エネルギー消費量1,635（ＭＪ／㎡・

年）のうち約680（ＭＪ／㎡・年）に当たるものである。

このことから、単位一次エネルギー消費量が地方合同庁

舎より防災官署の方が多い理由は、業務用途に伴い必要

とされる防災関連機器やサーバー等に起因するものと思

われる。これらの定常的に使用する機器やサーバー等の

電力消費量は大きいため、施設の単位一次エネルギー消

費量を評価するときは一律に判断するのではなく、業務

用途や機器等の配備状況等に応じて評価する必要がある。 

また、これらの定常的に電力を消費している機器の電

力削減が、今後、効率的に単位一次エネルギー消費量を

削減するための大きな要素となる。本調査に基づく、電

力消費量削減方策の一つ目は、防災機器やサーバー等の

更新時に、高効率化（省エネ化）を重視して機器を選択

することである。時間当たりの省エネ効果が少なくても、

防災機器等は定常的に稼働する機器であるため、年間の

電力消費総量の大幅な削減が可能である。 

二つ目は、防災機器、サーバー室等の温度設定や冷房

機器の設置位置の見直しである。現地調査やヒアリング

によると、現状では、機器室全体を冷やすことで防災機

器等の温度管理をしている事例が多く、設定温度も統一

されていない状況である。しかし、厳格な温度管理を必

要とする部位は機器のＣＰＵ周辺部であり、機器自体の

配置や冷房機器の配置等を見直すことで、必要な範囲を

効率的に冷やし、定常的に消費している電力を削減でき

る。 

定常的に稼働している機器等の実態を把握し、削減に

つなげていくことは、防災官署庁舎に関わらず全ての施

設に共通して有効な点である。なお、こまめな消灯や適

切な室温管理、待機電力の削減等、エコオフィスの取り

組みも引き続き重要であることは言うまでもない。 

 

 

4. おわりに 

 

本調査後、調査対象とした防災官署庁舎の電力消費量

は、施設管理者の削減努力の推進等により、平成２２年

度実績において全体で対前年度比3.1％削減が図られて

いる。 

政府の実行計画に基づく温室効果ガス排出量削減の目

標達成については引き続き努力が必要であるが、さらに

東日本大震災後の電力供給不足等を受け、今後は節電の

ためのさらなる検討が必要な状況となっている。今回の

報告が、施設のエネルギーを効率的に削減するための一

助となれば幸いである。 
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図－８ 平日と休日の平均的な時刻別電力消費量 

 

 

図－９ 定常的に消費している電力が占める割合 
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